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公益社団法人 岐阜県宅地建物取引業協会

全国宅地建物取引業保証協会岐阜本部



　平成２８年５月２５日
（水）午後１時より岐阜グラ
ンドホテルにおいて、(公社)
岐阜県宅地建物取引業協会
第５０回定時総会を開催し
ました。
　総会では、平成２７年度
事業報告・平成２８年度事
業計画・収支予算が報告さ
れるとともに、平成２７年
度決算が承認されました。

箕浦会長を再任

　また、任期満了に伴う新理事・監事が選任され
るとともに、本総会をもって退任される理事、監
事１０名に対し感謝状が贈呈されました。
　議事終了後には、新理事による第２回理事会が
開催され、箕浦茂幸氏を会長に再任するとともに
副会長及び常務理事が選任されました。
　なお、同日開催した(公社)全国宅地建物取引業
保証協会岐阜本部の第４４回定時総会では、平成
２７年度事業報告・決算報告、平成２８年度事業
計画・収支予算が報告されるとともに、新幹事・監査が選任され、議事終了後におこなわれ
た第２回幹事会で箕浦茂幸氏を本部長に再任するとともに副本部長及び常任幹事が選任され
ました。

※　議案の詳細については、同封の議案書をご参照ください。

2

宅建協会・保証協会岐阜本部 定時総会を開催



　今国会に提出されておりました「宅地建物取引業法の一部を改正する法律案」が、平成２８年

５月２７日に国会にて可決成立いたしましたのでお知らせします。

　主な改正内容としては以下のとおりです。

　１．既存建物取引時の情報提供の充実

⑴　媒介契約締結時にインスペクション業者のあっせんに関する事項を記載した書面の依頼

者への交付

⑵　重要事項説明時に買主等に対しインスペクションの結果の概要等を説明

⑶　売買契約の成立時に建物の状況について当事者の双方が確認した事項を記載した書面の

交付を宅建業者に義務付ける

　２．消費者利益の保護の強化と従業者の資質の向上

⑴　営業保証金制度等による弁済の対象から宅地建物取引業者を除外

⑵　事業者団体に対し、従業者への体系的な研修を実施する努力義務を賦課する

※　本改正の施行期日は、１．については、公布の日から２年、２．については、公布の日から

１年とされていますが、確定次第のお知らせを予定しています。

会　長（本部長）

副会長（副本部長）

常務理事（常任幹事）
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平成28年・29年度新役員

理事 （幹事）

堀部　明良（岐阜中 )

内藤　勝重（　〃　）

可児　　猛（　〃　）

高橋慶太郎（　〃　）

天野日出志（　〃　）

箕浦　茂幸（岐阜南）

鷲見　靖国（　〃　）

畑佐　　昇（　〃　）

田中　義夫（　〃　）

内山　英人（岐阜南）

川出　　勉（　〃　）

澤井　満徳（　〃　）

林　　仁美（岐阜北）

後藤　俊悦（　〃　）

梅本　善廣（　〃　）

青木　敏彦（　〃　）

白木　裕輔（　〃　）

桑原　　宏（西　濃）

末永　勝昭（　〃　）

菱田大次郎（西　濃）

篠田　伸司（　〃　）

髙木　隆彦（　〃　）

山本　武久（中　濃）

西田　健一（　〃　）

土屋幸四郎（　〃　）

臼井　博幸（　〃　）

日置　捷司（　〃　）

大野　博文（　〃　）

矢嶋　博之（　〃　）

東　　俊之（東　濃）

加藤　善之（　〃　）

佐藤不二夫（　〃　）

鈴木　富之（　〃　）

瀬上　直樹（飛　騨）

渡辺　修治（　〃　）

監事 （監査）

山田　直久（西　濃）

岩田　信之（飛　騨）

水野　雄二（会員外） 

｢宅地建物取引業法の一部を改正する法律案｣成立について(速報)

常務理事（常任幹事）

箕　浦　茂　幸

山　本　武　久

林　　　仁　美

桑　原　　　宏

東　　　俊　之

鷲　見　靖　国

堀　部　明　良

畑　佐　　　昇

瀬　上　直　樹

末　永　勝　昭

西　田　健　一

会長、副会長、常務理事（本部長、副本部長、常任幹事）

役　　職 氏　　名 役　　職 氏　　名
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依頼者の意向に応じ
インスペクション実施

①媒介契約締結時
　宅建業者がインスペクション業者
のあっせんの可否を示し、媒介依頼
者の意向に応じてあっせん

②重要事項説明時
　宅建業者がインスペクション結果
を買主に対して説明

③売買約締結時
　基礎、外壁等の現況を売主・買主
が相互に確認し、その内容を宅建業
者から売主・買主に書面で交付

不動産取引のプロである宅建業者が、専門家による建物状況調査（インスペクション）※

の活用を促すことで、売主・買主が安心して取引ができる市場環境を整備

既存建物取引時に、購入者は、住宅の質に対する不安を抱えている。
一方で、既存建物は個人間で売買されることが多く、一般消費者である売主に広く情報提供や瑕疵
担保の責任を負わせることは困難。

１．既存建物取引時の情報提供の充実

法案の概要

●宅地建物取引業法の一部を改正する法律案
　既存の建物の流通を促進するとともに、宅地又は建物の買主等の利益の保護を図るため、宅地建
物取引業者に対し、建物の構造耐力上主要な部分等の状況の調査を実施する者のあっせんに関する
事項の媒介契約書への記載、当該調査の結果の買主等への説明等を義務付けるとともに、宅地建物
取引業者を営業保証金等による弁済の対象から除外する等の措置を講ずる。

○我が国の既存住宅流通シェアは、欧米諸国と比較
して極めて低い水準（14.7％）。

○既存住宅の流通促進は、既存住宅市場の拡大によ
る経済効果、ライフステージに応じた住替え等に
よる豊かな住生活の実現等、大きな意義がある。

○日本再興戦略においても、第190回国会を目途に
した宅地建物取引業法改正による流通環境の整備
を位置付け。

背　景 【既存住宅流通シェアの国際比較】
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※建物状況調査（インスペクション）
⇒建物の基礎、外壁等に生じているひび
割れ、雨漏り等の劣化事象・不具合事象
の状況を目視、計測等により調査するもの。

※既存住宅売買瑕疵保険
⇒既存住宅に瑕疵があった場合に修補費用等を保証する保険。

水平器による柱の傾きの計測
クラックスケールによる
基礎のひび割れ幅の計測水平器による柱の傾きの計測
クラックスケールによる
基礎のひび割れ幅の計測

○成果指標
・既存住宅流通の市場規模
　　４兆円（H25）⇒ ８兆円（H37）
・インスペクションを受けた既存住宅
売買瑕疵保険の加入割合
　　　５％（H26）⇒ 20％（H37）

・建物の瑕疵をめぐった物件
　引渡し後のトラブルを防止

・建物の質を踏まえた購入判
　断や交渉が可能に
・インスペクション結果を活
　用した既存住宅売買瑕疵保
　険※の加入が促進

・インスペクションを知らな
　かった消費者のサービス利
　用が促進

【期待される効果】

２.不動産取引により損害を被った消費者の確実な救済

不動産取引により損害を被った消費者を確実に救済す
るため、営業保証金・弁済業務保証金による弁済の対
象者から宅地建物取引業者を除外。

３．宅地建物取引業者の団体による研修

　業界団体に対し、従業者への体系的な
研修を実施するよう努力義務を課す。

【新たな措置内容】【取引フロー】



●新設住宅着工戸数の推移（月別。 ▲はマイナス）
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　国土交通省がまとめた3月の新設住宅着工戸数は、持ち家が前年同月比4.3％増の2万2,274戸

と2カ月連続の増加、貸家が同1.1％増の3万572戸と5カ月連続の増加、分譲住宅でも同26.0％

増の2万2,125戸と2カ月連続の増加となったため、3月の新設住宅着工戸数全体では、同8.4％増

の7万5,744戸と3カ月連続の増加となった。

　着工床面積では、同6.2％増の615万3千㎡となり、2カ月連続の増加となった。

　着工戸数の季節調整済年率換算値は、同

2.0％増の99万3千戸となった。持ち家では、

民間資金分が同2.2％増の1万9,555戸と4カ月

ぶりの増加、公的資金分でも同22.9％増の

2,719戸と13カ月連続の増加となったため、

全体でも増加となった。

　貸家では、公的資金分が同9.7％減の3,039

戸と2カ月連続の減少となったものの、民間資

金分が同2.4％増の2万7,533戸と5カ月連続の

増加となったため、全体でも増加となった。

　分譲住宅では、マンションが同49.0％増の

1万1,290戸と2カ月連続の増加、戸建て住宅

でも同8.0％増の1万678戸と5カ月連続の増加

となったため、全体でも増加となった。

　岐阜県の利用関係別着工戸数をみると、持

ち家が同1.8％増の502戸、分譲住宅が同

32.0％増の165戸と増加となったものの、貸

家が同31.5％減の178戸と減少となったた

め、岐阜県全体では、同4.2％減の846戸と2

カ月連続の減少となった。

　三大都市圏をみると、首都圏では、持ち家

が同1.0％減の4,505戸、貸家が同6.6％減の1

万513戸と減少となったものの、分譲住宅が

同24.0％増の1万116戸と増加となったため、

首都圏全体では同4.6％増の2万5,215戸と

なった。

　中部圏では、分譲住宅が同3.1％減の2,031

戸と減少となったものの、持ち家が同9.2％増

の3,569戸、貸家が同15.7％増の3,438戸と

増加となったため、中部圏全体では同7.8％増

の9,071戸となった。

　近畿圏では、貸家が同6.9％減の4,207戸と

減少となったものの、持ち家が同4.9％増の

2,721戸、分譲住宅でも同30.6％増の4,732

戸と増加となったため、近畿圏全体では同

9.4％増の1万1,846戸となった。

　建築工法別では、戸建て系商品を中心とす

るプレハブの持ち家が同1.2％減の3,284戸、

貸家が同3.7％減の7,103戸、分譲住宅でも同

38.9％減の541戸と減少となったため、全体

では、同5.6％減の1万941戸と3カ月ぶりの減

少となった。

　2×4では、持ち家が同1.6％減の2,349戸、

分譲住宅でも同7.9％減の1,064戸と減少と

なったものの、貸家が同9.3％増の5,892戸と

増加となったため、全体では、同6.9％増の

9,553戸と2カ月連続の増加となった。

前年同月比（伸び率）

着工戸数



　国土交通省では、個人所有の住宅につき賃貸住宅としての流通を促進することを目的に、平成
２５、２６年度に「個人住宅の賃貸流通を促進するための指針（ガイドライン）」や、ＤＩＹ型賃
貸借の活用に向けての実施スキームや契約上の留意点等に関する報告書をとりまとめてきました
が、ＤＩＹ型賃貸借に関心を持つ事業者からは、事業を行う上で契約書のひな形があるとよいと
いった意見もあったことから、今般、「ＤＩＹ型賃貸借に関する契約書式例」と、ＤＩＹ型賃貸借
の活用にあたってのガイドブック「ＤＩＹ型賃貸借のすすめ」を作成しました。
　こうしたことから、国土交通省より全宅連を通じて周知の依頼がありましたのでお知らせします。
　なお、詳細については、国土交通省ホームページ（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/
house/jutakukentiku_house_tk3_000046.html）をご覧ください。

※　ＤＩＹ型賃貸借：賃貸住宅において、借主（入居者）の意向を反映した改修を行うこと
ができる賃貸借契約やその物件（改修工事の費用負担者が誰かを問わない）

【主な内容】
○「ＤＩＹ型賃貸借に関する契約書式例」
 ・借主負担により小規模な改修を行う場合を想定（賃貸借契約書とセットで使用）
 ・改修内容や明渡し時の原状回復の有無等を貸主と借主が予め明確に認識し、合意できるよう、
借主が希望する改修内容等を貸主に申請し、貸主が承諾の上、合意書を取り交わす方式

○ＤＩＹ型賃貸借の活用にあたってのガイドブック「ＤＩＹ型賃貸借のすすめ」
 ・ＤＩＹ型賃貸借の実例の紹介、貸主と借主それぞれの実施手順、取決め事項のポイント、契
約書式例の解説　等

　岐阜県における土地価格と不動産取引の動向について、本年４月に会員の皆様に第１３回のア
ンケート調査のご協力をお願いしましたが、その調査結果を取りまとめ岐阜県不動産市況ＤＩ調
査結果として公表しました。
　なお、詳細につきましては、本誌に同封のアンケート調査結果書をご覧ください。
　
１．土地価格の動向について
　今回の県全体の地価動向ＤＩは、△１６．４ポイントで、前回（平成２７年１０月１日)の△１９．
２ポイントから２．８ポイント好転しました。また、前回の半年後の予測値△１７．８ポイント
に対して今回の半年後の予測値は△１６．６ポイントとなっており、実感値・予測値ともに改善
を示しています。
　エリア別の地価動向ＤＩは、前回と比べ、岐阜地域で１ポイント悪化・西濃地域で８．４ポイ
ント改善・中濃地域で７．８ポイント改善・東濃地域で１．３ポイント改善・飛騨地域で４．３
ポイント改善しました。
　前回の予測値との比較では、岐阜地域が２．５ポイント悪化・飛騨地域が５．６ポイント改善
と全てのエリアで悪化を予測した前回調査時（平成２７年１０月１日を基準点)とは異なる予測と
なっている。
　また、今回の実感値と比較した今後の予測については、東濃地域・飛騨地域の２地域のみが改
善で、岐阜地域・西濃地域・西濃地域・中濃地域・東濃地域で減少した。一方「上昇」、「やや上昇」
の回答は、飛騨地域を除く４地域で増加した。
　予測値についても「横ばい」の回答が最も多いが、「下落」、「やや下落」の回答が増加したのは
岐阜地域のみで、ほぼ同率の西濃地域を除く３地域で減少しました。なお、前回調査時に岐阜地域・
中濃地域・東濃地域でみられた「上昇」の回答はゼロとなりました。
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ＤＩＹ型賃貸借に関する契約書例及び同ガイドブックの作成について

「岐阜県不動産市況ＤＩ調査」の概要について
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　宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第１６条の２第１項の規定による岐阜県知事
の委任に係る平成２８度宅地建物取引士資格試験を次のとおり実施します。

■　試験の日時　　平成２８年１０月１６日（日）　
　　　　　　　　　　午後１時～午後３時（登録講習修了者は午後１時１０分～午後３時）

■　試 験 会 場　　岐 阜 大 学 （一般受験者）
　　　　　　　　　岐阜産業会館（登録講習修了者）
　　　　　　　　　※　申込者が予定数を超えた場合や会場の都合により使用できなかった場合、
　　　　　　　　　　上記記載の会場以外の会場となることがあります。

■　受 験 資 格 　　申込時に岐阜県内に住所を有する者（年齢、学歴は問いません。）

■　申込書の配布　平成２８年７月１日（金）～８月１日（月）
　　(公社)岐阜県宅地建物取引業協会本部・支部、岐阜県都市建築部建築指導課及び以下の書店
　　くまざわ書店柳津店（カラフルタウン岐阜２階）、くまざわ書店各務原店（アピタ各務原店１
階）、くまざわ書店美濃加茂店（アピタ美濃加茂店２階）、くまざわ書店中津川店（アピタ中津
川店１階）、ＡＣＡＤＥＭＩＡ大垣店（アクアウォーク大垣２階）
※　申込書の郵送を希望される方は、Ａ４判の用紙が折らずに入る角２の返信用封筒（住所、
氏名を記載し、１４０円切手を貼付したもの）を同封し、封筒の表面に「宅建試験案内請求」
と朱書し、７月２５日(月）までに到着するように下記まで送付してください。（試験案内の
送付は、一人１部に限ります。期限後に届いたものには返信しませんのでご注意ください。）

　【郵送請求先】

　〒500-8358　岐阜市六条南２－５－３　(公社)岐阜県宅地建物取引業協会

■　受験申込み（持参による申込み受付は行っておりません。）
　１．郵送申込み
　　　　申込期間：７月１日（金）～８月１日（月）までの消印があるものに限り受付けます。
　２．インターネット申込み
　　　　申込期間：７月１日（金）午前９時30分～７月１５日（金）午後９時59分まで
　　　　　　　　　※　(一財)不動産適正取引推進機構ホームページ（http://www.retio.or.jp）
　　　　　　　　　　より申込みを行って下さい。

■　受験手数料　　７，０００円

■　合 格 発 表　　平成２８年１１月３０日（水）

■　問い合わせ先　　(公社)岐阜県宅地建物取引業協会
　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　０５８－２７５－１１７１（宅建試験専用）
　　　　　　　　　　　　　　　ＵＲＬ　http://www.gifu-takken.or.jp

平成２８年度「宅地建物取引士資格試験」のお知らせ平成２８年度「宅地建物取引士資格試験」のお知らせ

infomation インフォメーション
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平成２８年度「第１回県下統一研修会」開催のお知らせ平成２８年度「第１回県下統一研修会」開催のお知らせ

　平成２８年度第１回県下統一研修会を下記の日程に
より県下５会場で開催しますので、代表者及び届出従業
者のご都合の付く会場において受講下さいますようご
案内致します。
なお、宅建業者の従業者教育の義務が宅建業法に規定さ
れました。引き続き、協会届出の従業者の教育の場とし
てご活用下さい。
※　年３回開催する県下統一研修会を全て受講（各回において、代表者又は協会届出の政令使用人、
　専任の宅地建物取引士のいずれかの方が受講）された事業所には、「業務研修受講済店ステッカー
　（店頭用）」を交付します。

　研修会終了後、本会の宅地建物取引士賠償責任保険制度に新たに追加されるワイド補償の内容
についてご説明させていただきます。

１．開催日程

２．研修科目・講師　
　　　　「平成２８年度税制改正及び不動産取引における各種特例制度について」

　　　　　　　　　　　　　税理士　神　谷　光　春　氏

３．受　講　料　　　 会員及び登録従業者（無料）、会員外（４，０００円）

※　県下統一研修会は、会員外の宅建業者の方にも開放（有料による事前申込制）しています。

　　（会員の方は、従来どおり無料で受講いただけます。）

○　宅地建物取引業法抜粋（平成２７年４月１日施行）

 （知識及び能力の維持向上）

第１５条の３　宅地建物取引士は、宅地又は建物の取引に係る事務に必要な知識及び能力の

　維持向上に努めなければならない。

 （従業者の教育）

第３１条の２　宅地建物取引業者は、その従業者に対し、その業務を適正に実施させるため、

　必要な教育を行うよう努めなければならない。

６月24日（金）

６月27日（月）

７月４日（月）

７月５日（火）

７月８日（金）

西　濃

岐　阜

飛　騨

東　濃

中　濃

大垣市小野４－３５－１０

羽島市竹鼻町丸の内６－７

高山市千島町９００－１

土岐市土岐津町高山４

美濃加茂市蜂屋町上蜂屋
３２９９－１

大垣市情報工房

羽島市文化センター

飛騨・世界生活文化センター

セラトピア土岐

みのかも文化の森

5階スインクホール

みのぎくホール

食遊館　地下1階大会議室

大会議室

緑のホール

午後１時30分から

午後１時30分から

午後１時30分から

午後１時30分から

午後１時30分から

※本研修会は宅地建物取引業法第

６４条の６に基づくものであり、

保証協会と共催で開催しています。

開 催 日 程 地　域 開 催 会 場 所　在　地
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国 有 地 売 却 の お 知 ら せ国 有 地 売 却 の お 知 ら せ

２．売却スケジュール
　・受付期間　　平成２８年６月２２日（水）まで
　・開 札 日　　平成２８年７月１２日（火）

３．その他
　 ・入札にあたり、必ず「入札のしおり」をお読みください。（「入札のしおり」等関係書類の入手
については、当事務所にご連絡願います。）

　 ・入札物件はすべて現況引渡しとなりますので、事前に必ず現地を確認してください。
　 ・一般競争入札で落札されなかった物件は、後日、先着順（申込順）で売払相手方を決定します。
詳細は、東海財務局ホームページをご覧ください。

【問い合わせ先】
  財務省東海財務局岐阜財務事務所　管財課　売却担当
　　ＴＥＬ　０５８－２４７－４２５２
　　ＵＲＬ　http://tokai.mof.go.jp

宅地

宅地

宅地

雑種地

宅地

畑

宅地

宅地

宅地

宅地

畑

宅地

山林

岐阜市日野東５－２－１

高山市曙町３－１６－６　外１筆

高山市曙町３－４６　外１筆

高山市岡本町２－１０４－７　外３筆

多治見市坂上町４－４０－１　外１筆

土岐市駄知町字神明平１２５６－１２

土岐市駄知町字日帰２２６９－２１

土岐市駄知町字日帰２２８１－９

土岐市駄知町字日帰２２８１－１６　外１筆

土岐市駄知町字有古１５４２－１９　外１筆

各務原市那加住吉町５－５４　外３筆

各務原市尾崎西町５－１－１（建物付）

＜別荘地＞
郡上市高鷲町大鷲字ヲシバ３３０３－１００９
（ニューパークひるが野）

2,883.60

242.37

254.36

359.12

504.44

266.24

84.45

712.36

277.72

268.70

1,311.00

5,301.74

299.99

一種住居

一種住居

近隣商業

一種中高

都市計画区域内
（一種中高）
都市計画区域内
（一種中高）

都市計画区域内
（一種中高）
都市計画区域内
（準工業）
都市計画区域内
（準工業）
都市計画区域内
（準工業）
都市計画区域内
（準工業）

都市計画区域内
（指定なし）

都市計画区域内
（二種住居）

　財務省東海財務局岐阜財務事務所では、国の厳しい財政事情の中で税外収入を確保するため、未利用国

有地の売却を一般競争入札により多数実施しているところです。

　今回実施する平成２８年度第１回一般競争入札では、以下の物件の売却を予定しています。

※　一般競争入札とは、国が定める最低売却価格以上で最高の価格をもって入札した方を落札者とするも

のです。物件の詳細、ご不明な点等につきましては、下記へお問い合わせください。

１．売却予定物件
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　今回は、不動産賃貸借契約の解除と信頼関係破壊の法理について取り上げます。
１．私は、賃貸人ですが、借家または借地の不動産賃貸借契約につき、解除はどのような場合に許さ
れますか？

２．信頼関係破壊の法理とはどういうものですか？
３．信頼関係破壊の有無についてはどのように判断されていますか？
１．賃貸人による借地借家の不動産賃貸借契約の解除はどのような場合に許されますか？
　　まず始めに、賃借人との間で話がまとまり、合意解除することはできます。しかしながら、賃借
人が合意解除に応じない場合、通常の売買契約等とは異なり、解除することが難しいです。借りて
いる不動産を生活の拠点とする人が多く、そのような場を容易に奪うべきではない（継続的関係を
前提といている）からです。そこで、判例上、賃借人に多少の契約違反があったとしても、次で述
べる信頼関係が破壊されたと評価されない限り、解除ができないとされています（判例上、「信頼関
係破壊の法理」が確立されており、解除につき制約があります）。

２．信頼関係破壊の法理とはどういうものですか？
　　信頼関係破壊の法理とは、賃貸借契約のような当事者間の高度な信頼関係を基礎とする継続的契
約においては、当事者間の信頼関係を破壊したといえる程度の債務不履行がなければ、その契約を
解除することはできない、という判例で形成されてきた法理論です。賃借人の「背信性」の有無と
して問題化することもありますが、同じことです。不動産賃貸借契約のような、一定期間の継続性
を前提とする契約は、当事者間の高度な信頼関係を基礎としています（雇用契約も似ていて、解雇
要件は厳しくなっています）。

　　そこで、多少の契約違反があったことを理由に契約を解除できるとすると、契約を継続的に存続
させたいという当事者の合理的な意思に反する事態となってしまうので、かかる法理の適用によっ
て、解除できる場合を制限しています。

　　法的効果として、判例では例えば、賃借人の１，２ヶ月程度の賃料不払いや、ペット禁止の物件
で小動物を飼ったという用法順守義務違反等の債務不履行があっても、信頼関係破壊とまで至って
いないとして、解除が認められなかった事案があります。余談ですが、現在進行中の民法改正の議
論でも、同法理を民法に明記すべきか、他の継続的契約（役務提供契約など）にも適用があると考
えるべきではないか、といった議論があります。

３．信頼関係破壊の有無についてはどのように判断されていますか？
　　判断基準は、「信頼関係の破壊（背信行為）と認めるに足りない特段の事情」があるか否かです。
様々な要素や具体的な事情を総合的に考慮して判断されます。概ね、当事者間、特に賃貸人の信頼
がどの程度害されたか、経済的利益がどの程度侵害されたか、といったことから判断されます。ま
た、解除原因が、無断転貸・無断譲渡なのか、賃料の不払いによる債務不履行なのか、用法順守義
務違反なのか、等によっても、考慮すべき要素は変わってきます。

　　具体的な要素としては、例えば、以下のようなものが考えられます。
　＜賃料不払いの場合＞
　　不払賃料の額・期間、不払いの態様、契約及び不払いに至った経緯、賃借権の存否・範囲等につ
いての争いの有無、賃借人の支払能力・支払意思，賃借人の過去における支払い状況、催告の有無
及び適否、催告到達後ないし解除の意思表示後の賃借人の対応・態度等

　＜無断転貸・譲渡の場合＞
　　無断転貸・譲渡部分が全部か一部か、賃借人と転借人の関係（個人営業を会社組織に変更したなど、
形式上変更はあっても、実体の変更がないか、親族関係にあるか、転貸が非営利目的であったか）等

　＜用法順守義務違反の場合＞
　　一時使用，原状回復可能など、軽微な違反か。これらの要素を総合的に考慮して、信頼関係破壊
の有無が判断されます。

以上

（公社）岐阜県宅地建物取引業協会

畑 　 良 平

身近な法律相談

賃貸借契約の解除と信頼関係破壊の法理について
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不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

判例集

【事案の概要】

　平成19年４月19日、建設工事や不動産売買等を行う会社X（原告）は、不動産売買等を行う会社

Ｙ（被告）及びＹの代表者の実妹Ｙ１（被告、以下Ｙ及びＹ１を総称して「Ｙ等」という。）から、訴

外の不動産業者の仲介により、一団の土地（42筆・約6,500 ㎡、以下「本件土地」という。）を９

億円で購入する契約（以下「本件契約」という。）を締結した。なお、本件土地のうち９筆は国有地

及び市有地（青地・道路・水路）であった。

　売買契約には、「隠れた瑕疵がある場合の請求は引渡後２年を経過したときはすることができな

い」、「土壌汚染に関する法令の基準値を超える土壌汚染が検出された場合、又は、地中障害物等が

存し、買主がマンションを建築・分譲するに当たり、撤去に多大な費用を要するときは、本件契約

の目的を達成することができない場合に該当し、売主又は買主は本件契約を解除することができる」

との約定が付された。

　同年５月30日、Ｘは、中間金２億円を支払い、本件土地のうち計22筆の所有権を取得した。

　同年６月から７月15日までの間に本件土地のボーリング調査が行われ、本件土地の土壌に、砕石・

礫・コンクリート片等が混入していることが発見された。

　同年７月13日、ＸがＹ１から本件土地に隣接する土地の所有権を取得し、本件土地内の市有地の

払下げを受けるためにはＸが申請人になる必要が生じたので、払下手続を簡略化する方策として、

本件土地内の市有地を本件契約の目的物から抹消することが検討された。

同年９月12日、ＸとＹ等は、本件契約の一部を次のように改める覚書を締結した。

①　本件土地のうち市有地を本件契約の目的物から抹消する。

②　市有地の払下げに要すると想定される金額として、売買代金を1,500万円減額する。

③　地中障害の撤去に多大な費用が発生すると思われるため、売買代金のうち500万円を本件契

約の隠れた瑕疵の担保条項及び土壌汚染の改良費用を担保するため支払いを留保する。

④　留保金の清算時期は、地中障害の撤去又は土壌汚染改良に係る費用の総額が判明した時期と

する。

　なお、Ｙ等は、覚書締結日までに、目的物から抹消された市有地を除く本件土地をＸに引き渡した。

同日、Ｘは、本件土地を一括してマンション分譲業者Ａ（訴外）に売却し、その旨の所有権移転登記

手続をした。

（平成22年１月29日以降）

　Ｘは、Ａから「土壌環境調査費」「ＰＣＢ汚染土搬出処分費」等の計3,754万円余の請求を受けて支

払った。また、Ｘは、Ｙ等に対し、廃棄物の運搬・処理費用3,754万円余を支払ったとして支払いを

求めた。

　平成23年４月、Ｘは、①地中障害物及び土地汚染は隠れた瑕疵に当たり、Ａに支払った金額の損害

を被った、②覚書で、Ｙ等が地中障害物の撤去費用を支払うとの合意がある、③Y等には地中障害物

等の説明義務ないし除去義務違反がある、として、債務不履行に基づく損害賠償請求を選択的に行

い、合計6,137万円余を請求する裁判を提起した。

【判決の要旨】

　裁判所は、次のように判示してＸの請求を棄却した。

⑴　Ｘは、覚書による瑕疵担保の除斥期間の始期に係る合意があること、損害賠償請求権が保存

されていることを主張している。

⑵　覚書は、瑕疵担保に基づく損害賠償請求権を「担保するため」に留保金の清算時期を定める

ものにすぎないというべきで、瑕疵担保責任の成否は、契約書の条項によって定めるほかなく、

覚書が契約書の条項に言及していないことに照らしても、覚書がＸＹ間の瑕疵担保責任に何ら

かの変更を加えるものということはできない。

⑶　瑕疵担保による損害賠償請求権を保存するには、除斥期間内に、売主の担保責任を問う意思

を裁判外で明確に告げることをもって足り（最高裁平成4年10月20日判決）、除斥期間の制度

の目的が迅速な権利の確定にあると解されることに照らすと、損害賠償請求権の保全が認めら

れるためには、瑕疵担保に基づく損害賠償請求権の発生原因となる瑕疵の内容を明確にして損

害賠償請求権を特定するとともに、請求する損害額を算定根拠とともに明示する等の方法によ

り、損害賠償請求を明確にする必要があるというべきである。

⑷　Ｘの主張する除斥期間の始期に係る合意及び損害賠償請求権の保存は認められないから、Ｘ

の瑕疵担保に基づく損害賠償請求は認められない。

⑸　Ｘの主張する費用負担合意及び地中障害物等の説明義務ないし除去義務は認められないか

ら、Ｘの費用請求及び債務不履行による損害賠償請求も認められないものと判断される。

⑹　Ｘの請求はいずれも理由がないから、Ｘの請求をいずれも棄却する。

　購入直後に、購入した土地をマンション分譲業者に転売した購入

者が、転売先に購入した土地の地中障害物及び土壌汚染の対策費を

支払ったことを損失として費用相当分を売主に対し損害賠償請求し

たが、除斥期間が経過していることを理由に請求が棄却された事例。

（東京地裁 平25年５月28日判決　控訴）
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等の説明義務ないし除去義務違反がある、として、債務不履行に基づく損害賠償請求を選択的に行

い、合計6,137万円余を請求する裁判を提起した。

【判決の要旨】

　裁判所は、次のように判示してＸの請求を棄却した。

⑴　Ｘは、覚書による瑕疵担保の除斥期間の始期に係る合意があること、損害賠償請求権が保存

されていることを主張している。

⑵　覚書は、瑕疵担保に基づく損害賠償請求権を「担保するため」に留保金の清算時期を定める

ものにすぎないというべきで、瑕疵担保責任の成否は、契約書の条項によって定めるほかなく、

覚書が契約書の条項に言及していないことに照らしても、覚書がＸＹ間の瑕疵担保責任に何ら

かの変更を加えるものということはできない。

⑶　瑕疵担保による損害賠償請求権を保存するには、除斥期間内に、売主の担保責任を問う意思

を裁判外で明確に告げることをもって足り（最高裁平成4年10月20日判決）、除斥期間の制度

の目的が迅速な権利の確定にあると解されることに照らすと、損害賠償請求権の保全が認めら

れるためには、瑕疵担保に基づく損害賠償請求権の発生原因となる瑕疵の内容を明確にして損

害賠償請求権を特定するとともに、請求する損害額を算定根拠とともに明示する等の方法によ

り、損害賠償請求を明確にする必要があるというべきである。

⑷　Ｘの主張する除斥期間の始期に係る合意及び損害賠償請求権の保存は認められないから、Ｘ

の瑕疵担保に基づく損害賠償請求は認められない。

⑸　Ｘの主張する費用負担合意及び地中障害物等の説明義務ないし除去義務は認められないか

ら、Ｘの費用請求及び債務不履行による損害賠償請求も認められないものと判断される。

⑹　Ｘの請求はいずれも理由がないから、Ｘの請求をいずれも棄却する。

　買主が、引渡から２年以上を経過した後に受けた転売先からの請求を、買主に損害賠償請求権

の除斥期間が保存されているとして売主に転嫁しようとしたが、瑕疵担保特約に基づく損害賠償

請求権の保全がされたとは認められないとして、除斥期間の経過が認められた事案である。

面積の大きな土地の隠れた瑕疵の発見は難しく、除斥期間経過後の発見も多いと想定されるが、

除斥期間を保存するためには、瑕疵担保に基づく損害賠償請求権の発生原因となる瑕疵の内容を

明確にする必要があるので注意が必要である。住宅の売買等の「瑕疵の担保期間」の除斥期間も同

様なので、実務上の参考にされたい。

【まとめ】

免許更新の手続きはお早めに！！

　免許更新の手続きは、有効期間満了日の９０日前から３０日前までの間に申請して下さい。

　免許更新手続きを忘れて免許が失効しますと、宅建業を営むことができなくなりますのでご

注意ください。
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５月９日
 ・会長候補者選考会
 ・第１回理事（幹事）会
　報告事項
⑴　入退会状況について
⑵　岐阜県士業連絡協議会への入会について
決議事項
⑴　業協会平成２８年度事業計画の一部変
更について
⑵　業協会平成２７年度事業報告及び決算
について
⑶　岐阜本部平成２７年度事業報告及び決
算について
⑷　平成２８年度定時総会の招集について
５月１０日
 ・全宅保証総務・財務合同委員会
　東京：箕浦会長
５月１２日
 ・第１回苦情解決業務委員会
　協議事項
　苦情解決申出「第２７－２号」について
５月１３日
 ・東海公取協第１回岐阜地区調査指導委員会
　報告事項
⑴　平成２７年決算報告について
⑵　平成２７年度広告表示に関する調査結
果について
協議事項
⑴　広告表示に関する一般調査（２月～３
月）について
⑵　平成２８年度運営方針（案）について

 ・東海公取協正副会長会議・理事会
　名古屋市：箕浦会長、桑原副会長出席
５月１５日
 ・宅建ぎふ№４７３発行
５月１７日
 ・第２回法定講習会
 ・全宅保証第１回常務理事会
　東京：箕浦会長
５月１９日
 ・弁護士相談
 ・愛知県不動産コンサルティング協議会理事会
　名古屋市：磯西職員出席
５月２０日
 ・第１回ＤＩ調査委員会
　協議事項
⑴　平成２８年４月の調査結果について

 ・第２回常任理事（常任幹事）会
５月２５日
 ・(公社)岐阜県宅地建物取引業協会第５０回定
時総会、第２回理事会

 ・(公社)全国宅地建物取引業保証協会岐阜本部
第４４回定時総会、第２回幹事会

　岐阜市
５月２７日
 ・第１回正副会長（本部長）会議
５月３１日
 ・全宅・全宅保証第１回理事会
　東京：箕浦会長、加納事務局長出席
 ・全宅管理第１回理事会
　東京：東常務理事出席

「新訂版　わかりやすい重要事項説明書の書き方」の発刊及び価格改定について

　全宅連版「わかりやすい重要事項説明書の書き方」については、これまで消費税引き上
げの際にも価格を維持し、宅建業法改正に応じた解説の充実等、都度対応が行われてまい
りましたが、今般、資材の値上げ等により従来の価格を維持することが困難となり、以下
のとおり価格が改訂されました。
　購入を希望される会員の方は、全宅連ホームページ、会員専用サイトからお申込みくだ
さい。

従来価格　１，８５０円（税込、送料別）　⇒　新価格　１，９８０円（税込、送料別）
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会　　員　　の　　異　　動

協 和 エ ス テ ー ト

㈲ 栗 山 建 築

㈲ マ ッ プ ス

㈱ 齋 藤 商 店

星　山　福　守

栗　山　浩　幸

小　島　三奈子

齋　藤　　　博

岐阜中

岐阜南

岐阜南

岐阜南

岐阜市東栄町4-11

羽島市正木町三ツ柳71

各務原市蘇原東門町3-26

羽島郡笠松町中川町22

廃　　業

期間満了

廃　　業

廃　　業

9

20

24

28

支　部 商　　　　　号 代　表　者 頁備考事務所所在地

退　会　者

専任取引士

専任取引士

岐阜南

岐阜南

小島勉

佐々木瞳

大野勝晴 16

22

㈱ エ サ キ ホ ー ム

協 和 建 設 ㈱

支　部 商　　　　　号 変更事項 頁
変　　更　　内　　容

旧 新

変更事項（５月）

岐阜支店

岐阜中支部
５月６日
　第１回役員会
５月１３日
　第４回幹事(監査)会
５月２４日
　巡回相談（岐阜市役所）

岐阜南支部
５月１０日
　巡回相談（岐阜市役所）
５月１８日
　巡回相談（羽島市役所）
５月１９日
　第２回正副支部長会

岐阜北支部
５月１０日
　第１回正副支部長会議

５月１３日
　第３回幹事会
５月１７日
　巡回相談（岐阜市役所）
５月２６日
第１回空き家バンク推進委
員会
５月３１日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会

西濃支部
５月１８日
第２回幹事（監査・地区委
員）会
５月２７日
「西濃の住まいの未来を創
る会」

中濃支部
５月１０日
巡回相談（関市総合福祉会
館）

５月１３日
　第３回幹事会
５月１９日
巡回相談（美濃加茂市生涯
学習センター）

５月３０日
　新規入会者事務所調査
　入会審査会

飛騨支部
５月１０日
　三役会
　第２回役員会

支 部 だ よ り
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所 在 地

専任取引士

政令使用人

専任取引士

所 在 地

政令使用人

専任取引士

専任取引士

専任取引士

専任取引士

所 在 地

専任取引士

岐阜南

岐阜北

岐阜北

岐阜北

西　濃

中　濃

東　濃

飛　騨

飛　騨

飛　騨

〒501-6232
羽島市竹鼻町狐穴字壺柄山
454-1

坂本和隆

中村紘平

中村紘平

本巣郡北方町平成8-5

中村弘子

中村弘子

水端良太

小瀬英明

三井千鶴

〒506-0802
高山市松之木町1541-2

田村収作

〒501-6304
羽島市舟橋町出須賀1-52-1

久富勝芳

中村弘子

中村弘子

本巣郡北方町平成6-15

中村紘平

中村紘平

〒506-0007
高山市総和町3-115

―

31

35

38

42

63

79

87

87

87

㈱ メ ビ ウ ス

新 日 本 ガ ス ㈱

㈱ 中 村 不 動 産

㈱ ウ エ ノ

㈱ 中 村 不 動 産

㈱飛騨プロパティマネジメント

㈱ 桃 井 建 設

㈱飛騨プロパティマネジメント

㈱ 古 橋 組

丸 仲 建 設 ㈱

商       号

㈱ 野 田 開 発

代表者

西田　健一

支　部

中　濃

逝去者

西田まき江

続柄

母

逝去年月日

平成28年５月21日

「訃　報」

※　頁の欄は、「平成26・27年度会員名簿」の掲載ページです。「−」の表示は、名簿作成後の入会者・支部移転者等です。

謹んで哀悼の意を表し、ご冥福をお祈りします。

穂積店

大垣北店

可児店

  「ハトマークサイト（全宅連統合サイト）」は、全宅連と宅建協会が運営するインターネット上の

物件広告サイトです。

　◎ハトマークサイトに登録した物件は、「中部レインズ」へ登録ができます。

　◎ハトマークサイトに公開した物件は、「不動産ジャパン」にも自動的に公開されます。

　◎利用申込み等は、協会事務局までお問い合せ下さい。TEL.058-275-1551



　ハトマークは、私達がこれから目指していくべき姿の象徴です。2羽の鳩は会
員とユーザーの信頼と繁栄を意味しています。
　また、使用されている色については、赤色は「太陽」を、緑色は「大地」を、
そして白色は「取引の公正」を表しています。
　マークの上にある“ＲＥＡＬ　ＰＡＲＴＮＥＲ” は、会員とユーザーが“ＲＥ
ＡＬ　ＰＡＲＴＮＥＲ” となり、「信頼の絆」が育まれるようにとの願いをシン
ボルマークに込めたものです。

不動産に関するご相談は、不動産無料相談所へ

岐阜中 支 部

岐 阜 南 支 部

岐 阜 北 支 部

西 濃 支 部

中 濃 支 部

東 濃 支 部

飛 騨 支 部

岐阜市金園町５－２６－５ 058-248-6691

羽島郡岐南町下印食３－４７ 058-274-8899

岐阜市福光東１－２５－１
　白木ビル２Ｆ
大垣市住吉町５－１１
　オノデン住吉ビル２Ｆ
美濃加茂市太田本町１－１－２０
　美濃加茂商工会館１Ｆ
土岐市泉梅ノ木町２－９－２
　陶都信用農業協同組合　泉梅ノ木支店２Ｆ

058-295-1982

0584-73-2300

0574-23-1800

0572-55-7218

高山市昭和町２－31－19 0577-36-1396

支 部 名 電 話 番 号所 　 在 　 地

　本会では、本部、各支部事務所に不動産無料相談所を設置し、不動産取引に関するご相談、ご質問
にお応えしています。

　来館による相談は事前に電話でご予約ください。
岐阜市六条南２－５－３　岐阜県不動産会館
058－275－1551
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：00～12：00　午後１：00～４：00
事前に電話でご予約ください。
　毎月第３木曜日　午後１：30～４：00（予約制）

　事前に電話でご予約ください。
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：30～12：00　午後１：00～３：30

【本部無料相談所】
所　在　地
電 話 番 号
実 施 日 時

弁護士相談

【支部無料相談所】
実 施 日 時

安心・安全な不動産取引をサポートする
不動産の総合情報サイト

“ハトマークサイト岐阜”
ht tp: / /www.g i fu- takken.or. jp

平成28年5月31日現在
所属会員　1,164名

発　行　所

岐阜市六条南二丁目５番３号（岐阜県不動産会館）
公益社団法人
公益社団法人

岐 阜 県 宅 地 建 物 取 引 業 協 会
全国宅地建物取引業保証協会岐阜本部

電話　058（275）1551　ＦＡＸ　058（274）8833

（発行人）
　　
（編集責任者）
会長・本部長　　箕　浦　茂　幸

情報提供委員長　　瀬　上　直　樹


